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千葉市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１

５条の４５第１項の規定に基づき市が行う介護予防・日常生活支援総合事業について、法、

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）及び介護保険法

施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、法及び省令において使用する用語の例による。 

 

（介護予防・日常生活支援総合事業の基本方針） 

第３条 介護予防・日常生活支援総合事業は、高齢者が、重度の要介護状態となった場合に

おいても住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう、医療、介護、介護予防、住まいその他自立した日常生活に必要な支援が包括的に確

保される体制を実現するため、市が中心となり、地域の実情に応じた住民等の多様な主体

が参画する多様なサービスを充実させることにより、地域の支え合いの体制づくりを推

進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等が行われるものでなければならな

い。 

 

（介護予防・日常生活支援総合事業の種類） 

第４条 市は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める介護予防・日常生

活支援総合事業を行う。 

（１）第１号事業 次に掲げる事業 

ア 第１号訪問事業 次に掲げるサービス等を行う事業 

（ア）訪問介護相当サービス（旧介護予防訪問介護に相当するサービスをいう。） 

（イ）生活援助型訪問サービス（省令第１４０条の６３の６第２号に規定する基準によ

り提供する訪問型のサービスをいう。） 

（ウ）地域支え合い型訪問支援事業（地域住民等が要支援者等に対して行う訪問型の支

援で、別に定めるものをいう。） 

（エ）フレイル改善事業（居宅要支援被保険者等に対し、３月以上６月以下の期間を定

めて保健医療に関する専門的な知識を有する者により提供される短期リハビリ型

訪問サービスで、別に定めるものをいう。） 

イ 第１号通所事業 次に掲げるサービス等を行う事業 

（ア）通所介護相当サービス（旧介護予防通所介護に相当するサービスをいう。） 

（イ）ミニデイ型通所サービス（省令第１４０条の６３の６第２号に規定する基準によ
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り提供する通所型のサービスをいう。） 

（ウ）地域支え合い型通所支援事業（地域住民等が要支援者等に対して行う通所型の支

援で、別に定めるものをいう。） 

ウ 第１号介護予防支援事業 

（２）一般介護予防事業 別に定める事業 

 

（第１号事業支給費の額） 

第５条 第１号事業に要する費用の額は、省令第１４０条の６３の２第１項第１号イ及び

同項第３号イの規定により、市長が別に定める。 

２ 省令第１４０条の６３の２第１項第３号イの規定により、市が定める割合は、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合とする。 

（１）次号に掲げる居宅要支援被保険者等以外の居宅要支援被保険者等 １００分の９０ 

（２）法第５９条の２第１項に規定する所得の額が同条に規定する政令で定める額以上で

ある居宅要支援被保険者等 １００分の８０ 

（３）法第５９条の２第２項に規定する所得の額が同条に規定する政令で定める額以上で

ある居宅要支援被保険者等 １００分の７０ 

 

（指定の申請等） 

第６条 省令第１４０条の６３の５第１項に規定する申請書は、指定介護予防・日常生活支

援総合事業事業所指定申請書（令和５年１２月１９日厚生労働省告示第３３１号（以下

「告示」という）別紙様式第三号（四））とする。  

２ 市長は、法第１１５条の４５の５第１項の規定により、指定をしたときは、千葉市介護

予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）事業所指定通知書（様式第１号）により、申

請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の指定をしないこととしたときは、千葉市介護予防・日常生活支援総合事

業（第１号事業）事業所不指定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとす

る。 

４ 第２項の指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示す

るものとする。 

 

（指定の更新の申請等） 

第７条 省令第１４０条の６３の７の規定により市が定める期間は、６年とする。 

２ 省令第１４０条の６３の５第２項に規定する申請書は、指定更新申請書（告示別紙様式

第三号（五））とする。 

３ 市長は、法第１１５条の４５の６第１項の規定により、指定の更新をしたときは、千葉

市介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）事業所指定更新通知書（様式第３号）

により、申請者に通知するものとする。 
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４ 市長は、前項の指定の更新をしないこととしたときは、千葉市介護予防・日常生活支援

総合事業（第１号事業）事業所指定不更新通知書（様式第４号）により、申請者に通知す

るものとする。 

５ 第３項の指定の更新を受けた者は、その旨を当該指定の更新に係る事業所の見やすい

場所に標示するものとする。 

 

 （指定の基準） 

第８条 省令第１４０条の６３の６の規定により市が定める基準は、市長が別に定める。 

 

（変更の届出等） 

第９条 省令第１４０条の６２の３第２項第４号による届出は、廃止・休止届出書（告示別

紙様式第三号（三））に市長が必要と認める書類を添えて行うものとする。 

２ 指定事業者は、省令第１４０条の６３の５第１項各号に掲げる事項に変更があったと

きは、変更届出書（告示別紙様式第三号（一））に、休止した第１号事業を再開したとき

は、再開届出書（告示別紙様式第三号（二））にそれぞれ市長が必要と認める書類を添え

て、１０日以内に市長に届け出るものとする。 

 

（公示等）  

第１０条 市長は、法第１１５条の４５の３第１項の指定をしたとき、省令第１４０条の６

２の３第２項第４号の規定による第１号事業の廃止の届出があったとき又は法第１１５

条の４５の９の規定により指定を取り消し、若しくは指定の全部若しくは一部の効力を

停止したときは、遅滞なく、次に掲げる事項を公示するものとする。  

（１）指定事業者又は指定事業者であった者の名称 

（２）当該指定に係る事業所の名称及び所在地 

（３）公示すべき事由が発生した年月日 

（４）指定の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容及び期間 

（５）第１号事業の種類  

２ 前項に規定する場合において、市長は、都道府県、国民健康保険団体連合会その他の機

関に対して、指定事業者又は指定事業者であった者に係る事業所に関する次に掲げる情

報を提供することができる。  

（１）名称及び所在地  

（２）主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、住所及び職名  

（３）公示すべき事由が発生した年月日  

（４）第１号事業の開始又は廃止の年月日  

（５）運営規程  

（６）事業所番号  

（７）その他市長が必要と認める事項 
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（第１号事業の利用手続等） 

第１１条 居宅要支援被保険者等（第１号介護予防支援事業を利用し、又は利用しようとす

る者に限る。以下この条において同じ。）は、次のいずれかに該当する場合に、介護予防

サービス計画の作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更・廃止）届出書（様式第５号）

を区長に提出するものとする。この場合において、当該居宅要支援被保険者等は、地域包

括支援センターに当該提出に関する手続を代わって行わせることができる。 

（１）第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用するとき。 

（２）第１号介護予防支援事業の事業所を変更するとき。 

（３）第１号訪問事業及び第１号通所事業を利用しなくなったとき、又は要支援者以外の者

が要介護認定若しくは要支援認定に係る申請を行うとき。 

 

（文書の提出等） 

第１２条 市長は、第１号事業支給費の支給に関して必要があると認めるときは、当該第１

号事業支給費の支給を受ける者若しくは当該第１号事業支給費の支給に係るサービスを

提供する者又はこれらの者であった者に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を

求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。 

 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関し必

要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 指定訪問介護事業所又は指定通所介護事業所において、第１号訪問事業又は第１号通

所事業を同一の敷地内で運営する場合であって、平成３０年３月３１日までに当該第１

号訪問事業又は第１号通所事業に係る指定申請を行った場合は、第７条第１項の規定に

かかわらず、当該指定申請に係る指定期間について、６年を超えない範囲で当該指定訪問

介護事業所又は指定通所介護事業所の指定期間の満了日までとすることができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 
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１ この要綱は、令和４年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
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様式第１号（第６条第２項関係） 

千葉市指令   第   号 

年   月   日 

 

       様 

 

千葉市長   

 

 

千葉市介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）事業所指定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった下記事業所については、介護保険法第１１５条の

４５の５第１項の規定により、介護保険法に基づく指定事業所として指定します。 

 

記 

 

１ 事 業 所 名 称   

２ 事 業 所 所 在 地    

３ 第１号事業の種類   

４ 指 定 年 月 日   

５ 指定の有効期間   

６ 事 業 所 番 号   

 

 

 

 

審査請求等について 
１ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 3
か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して
6 か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。
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様式第２号（第６条第３項関係） 

千葉市指令   第   号 

年   月   日 

 

       様 

 

千葉市長   

 

 

千葉市介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）事業所不指定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった事業所の指定については、下記の理由により指定

しないので通知します。 

 

記 

 

１ 申請内容 

 

 

２ 理  由 

 

 

 

 

審査請求等について 
１ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 3
か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して
6 か月以内に、千葉市を被告として提起することができま
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様式第３号（第７条第３項関係） 

千葉市指令   第   号 

   年   月   日 

 

       様 

 

千葉市長   

 

 

千葉市介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）事業所指定更新通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった下記事業所については、介護保険法第１１５条の

４５の６第１項の規定により、介護保険法に基づく指定事業所として指定を更新します。 

 

記 

 

１ 事 業 所 名 称   

２ 事 業 所 所 在 地    

３ 第１号事業の種類   

４ 指 定 年 月 日   

５ 指定の有効期間   

６ 事 業 所 番 号   

 

 

 

 

審査請求等について 
１ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 3
か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して
6 か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 
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様式第４号（第７条第４項関係） 

千葉市指令   第   号 

年   月   日 

 

       様 

 

千葉市長   

 

 

千葉市介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）事業所指定不更新通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった事業所の指定の更新については、下記の理由によ

り指定を更新しないので通知します。 

 

記 

 

１ 申請内容 

 

 

２ 現に受けている指定の有効期間 

 

 

３ 理  由 

 

 

 

審査請求等について 
１ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 3
か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して
6 か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。
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様式第５号（第１１条関係） 

 

（フリガナ）

（あて先）千葉市　　　　　　区長

　　　　　　　年　　　月　　　日

　被保険者 住　所

連絡先電話番号

連絡先電子メールアドレス ＠

氏　名 ※本人が手書きしない場合は、記名押印してください。

□ 被保険者資格 □ 届出の重複 □ 要介護（要支援）認定

□　介護予防支援等事業所番号

　年　　　　月　　　　日      　氏名
※本人が手書きしない場合は、記名押印してください。

（注意） 1

　　 　
　

2

□あり □なし

は、変更年月日を記入のうえ、必ず千葉市に届け出てください。届け出のない場合、サービスに
係る費用は全額自己負担となります。

生　年　月　日

（和暦） 　　　　　年 　　月 　　日

この届出書は、介護予防サービス計画の作成又は介護予防ケアマネジメントを依頼する事業所

 　と契約を締結し次第速やかに千葉市へ提出してください。また、基本チェックリスト該当者が
　要介護（要支援）認定申請を行う際は、必ず廃止届の届出を行ってください。

介護予防サービス計画の作成又は介護予防ケアマネジメントを依頼する事業所を変更するとき

　上記の事業所に介護予防サービス計画の作成又は介護予防ケアマネジメントを依頼（変
更・廃止）することを届け出ます。

保険者確認欄

　介護予防サービス計画の作成を依頼（変更）する介護予防支援事業者が介護予防支援の提供にあたり、被

保険者の状況を把握する必要がある時は、要介護認定・要支援認定に係る調査内容、介護認定審査会によ

る判定結果・意見及び主治医意見書を当該介護予防支援事業者に必要な範囲で提示することに同意します。

事業所を変更する場合の事由等 　（※事業所を変更する場合のみ記入してください。）

　小規模多機能型居宅介護の利用開始月における介護予防サービス等の利用
の有無

※小規模多機能型居宅介護の利用開始月における介護予防サービス（介護予防居宅療養管理指導及び介護予防特定施設入居
者生活介護を除く。）及び地域密着型介護予防サービス（介護予防認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型共同生
活介護（短期利用型）に限る。）の利用の有無を記入してください。

介護予防サービス計画の作成・介護予防ケアマネジメントを依頼（変更・廃止）する事業所

【名称】
【所在地】
【電話番号】

地域包括支援センターの
名称・所在地・連絡先

（居宅介護支援事業者が介
護予防支援・介護予防ケア
マネジメントを受託する場
合のみ記入）
居宅介護支援事業所の名称
等

計画作成開始・変更・廃止（契約発効）年月日

　　　　　年　　　月　　　日

　　　事業所番号
（地域包括支援セン
ターの番号）

介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更・廃止）届出書

区　分

新 規 ・ 変 更 ・ 廃止

被　保　険　者　氏　名 被　保　険　者　番　号

【名称】
【所在地】
【電話番号】


